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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、二つの異なる財務報告アプローチ、すなわち貸借対照表アプローチと損
益計算書アプローチの統合の方向性を探究することである。主に企業結合や連結財務諸表に関する会計基準を題材とし
て、利益認識のタイミングを決める概念および株主資本の範囲を決める概念に焦点を合わせた。
　研究の結果、二つのアプローチを統合するためには、包括利益と純利益の峻別だけでなく純資産と株主資本との峻別
も必要であること、また、支配概念を基礎とする貸借対照表と持分概念を基礎とする損益計算書との連携が必要である
ことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to explore a direction of an integration of two di
fferent financial reporting approaches, that is,  balance sheet approach and income statement approach. We
 focus on both the concept which determines the timing of income recognition and the one which determines 
the scope of owners' equity, mainly examining accounting standards for business combinations and consolida
ted financial statements. We conclude from this research, in order to integrate two approaches, it is nece
ssary to distinguish between net assets and owners' equity as well as between comprehensive income and net
 income and to devise an articulation of the balance sheet based on the concept of control and the income 
statement based on the concept of shareholders' interest.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究開始以前は、事業再編会計を題材と

して、企業会計における資産の評価と利益の
認識について考察していた。そこでは、事業
再編の会計処理において、資産が評価替えさ
れる条件、すなわち、のれんや含み損益が認
識される条件を明らかにすることが課題で
あった。この課題は、事業再編会計をとおし
て、事業投資の利益測定の基礎が改訂される
条件を明らかにすることといってもよい。 
 事業そのものが取引の対象となる事業再
編では、事業の動態を会計上どのようにとら
えるのかが問題となる。事業の動態をとらえ
るうえでは、企業が使用する経済的資源の変
化に着目することもできれば、株主が払い込
んだ資金の変化に着目することもできる。す
なわち、事業の動態は、企業の経済的資源の
転換プロセスとみることもできれば、株主の
資金の転換プロセスとみることもできる。前
者では企業（資産を支配する主体）の観点か
ら事業の動態がとらえられ、後者では株主
（持分を所有する主体）の観点から事業の動
態がとらえられる。 
したがって、事業再編会計の類型としては、

企業の支配の変化にしたがって利益測定の
基礎を改訂する類型と、株主の持分の変化に
したがって利益測定の基礎を改訂する類型
の二つを構想することができる。支配と持分
という二つの概念を核にして事業再編会計
を体系づけたことがそれまでの成果であっ
た。 
ただし、支配よりも持分が伝統的には第一

義的な概念とみられてきたのではないかと
いう直観はあったものの、それを十分な証拠
によって裏付けることはできなかった。また、
支配と持分という二つの概念が、より上位の
概念にてらして統合される可能性も考慮し
ていなかった。これまでは、支配概念を重視
するアプローチと持分概念を重視するアプ
ローチとを対立的に議論するに止まってい
たといえる。 
 そこで、本研究では、こうした異なる二つ
のアプローチを財務報告の目的にてらして
再構成することにより、それぞれの相対的な
メリットを一つの財務報告システムにおい
て反映させる具体的な道筋を探究すること
にした。支配概念を重視するアプローチは、
近年、FASB と IASB が共同で開発している
財務報告の概念フレームワークと親和性が
あり、また、持分概念を重視するアプローチ
は投下資金の循環過程を財務報告の主題と
する伝統的なアプローチと親和性がある。本
研究は、FASB や IASB が設計しようとして
いる貸借対照表アプローチと伝統的な損益
計算書アプローチがいかに一つの財務報告
システムにおいて発展的に統合されうるの
かを探究するものということができる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、異なる二つの財務報告ア

プローチの発展的統合の方向性を探究する
ことである。FASB と IASB が共同で開発し
ている財務報告の概念フレームワークに対
しては、近年、学界から痛烈な批判と代案が
提起されている（e.g., Dichev, 2008; AAA 
FASC, 2010）。それは、会計基準設定主体が設
計しようとしている貸借対照表アプローチ
に対する伝統的な損益計算書アプローチか
らの挑戦である。本研究では、二つのアプロ
ーチのうちどちらを採用すべきかを検討す
るのではなく、二つのアプローチがいかに一
つの財務報告システムにおいて発展的に統
合されうるのかを探究する。それは、財務報
告システムの過去の経路を分析し、将来を展
望する試みでもある。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、支配概念と持分概念の役割を
貸借対照表アプローチと損益計算書アプロ
ーチの相違を識別する指標としたうえで、二
つのアプローチが一つの財務報告システム
においてどのように統合されうるのか、理論
と制度の両面から検討する。支配概念と持分
概念に着目するため、重点的に調査する分野
は企業結合会計、連結会計、資本会計となる。 
 また、本研究では、支配の主体すなわちエ
ンティティの概念と持分の主体すなわち残
余請求権者の概念が再構成されることによ
り財務報告システムがどのような影響を受
けるのかも検討する。それは資産の概念およ
び資本の概念を財務報告システムにおいて
どのように位置づけるのかという問題でも
あり、財務報告の目的にまで遡って検討され
なければならない。そうした検討をとおして、
二つのアプローチがいかに一つのシステム
において統合されうるのかを探究する。 
 
４．研究成果 
(1) 平成 23 年度の研究成果 
 当年度の最初の作業は、貸借対照表アプロ
ーチとは何か、損益計算書アプローチとは何
かを明確にすることであった。本研究では、
二つのアプローチを識別する指標として、支
配概念と持分概念の役割に着目した。すなわ
ち、財務報告の主題を、企業が支配する経済
的資源の転換プロセスとみるアプローチを
貸借対照表アプローチとし、株主が払い込ん
だ資金の転換プロセスとみるアプローチを
損益計算書アプローチとした。 
 このように設定された貸借対照表アプロ
ーチおよび損益計算書アプローチを準拠枠
として、当年度は、資本会計に関するルール
を重点的に調査した。その成果の一つが、「償
還可能非支配持分の分類と測定─会計処理の
分岐点」（大日方隆編著『会計基準研究の原
点』所収、中央経済社、2012 年）である。 
 そこでは、非支配株主へのプット・オプシ
ョンの付与に伴う会計問題を、FASB および
IASB の会計基準の動向を概観しながら検討
した。親会社が子会社の非支配株主にその非



支配持分を売却する権利を付与したとき、親
会社は、将来、非支配株主の権利行使に応じ
て、その非支配持分を買い取る義務を負う。
このとき、会計上は、親会社に生じる支払義
務（条件付きの支払義務）を負債に分類する
のか資本に分類するのかが問題となる。負債
と資本の区分については、FASB と IASB の
共同プロジェクトによってさまざまなアプ
ローチが提案されてきたが、議論はいまだ決
着していない。本研究では、非支配株主に付
与されたプット・オプションの解釈（企業結
合のための条件付対価ととらえるか、企業結
合とは別個の取引によって生じた金融商品
ととらえるか、子会社所有者間で再分配され
た持分価値ととらえるか）に依存してその分
類が相違することを明らかにした。 
 また、非支配株主に対する支払義務をどの
ように測定するか、とりわけ、その評価替え
による簿価の変動を損益に反映させるか資
本に反映させるかも検討すべき課題である。
もちろん、それを評価替えする必然性も問わ
れるべきであるが、本研究では、評価替えを
与件としたうえで、それによる簿価の変動を
利益の要素とするのか資本の要素とするの
かを検討した。親会社が非支配持分をその価
値を上回る行使価格で買い取れば、親会社に
は経済的損失が生じる。一方で、非支配株主
がその非支配持分をその価値を上回る行使
価格で売り払えば、非支配株主には経済的利
得が生じる。そうした親会社と非支配株主と
の間の潜在的な富の移転を会計上どのよう
に解釈するかで資本と利益の区分が相違す
ること、またそれは、連結利益をエンティテ
ィーの観点から測定するか親会社の株主の
観点から測定するかというアプローチの相
違とも関連することを明らかにした。 
 
(2) 平成 24 年度の研究成果 
 当年度は、アメリカの会計実務にみられる
プッシュ・ダウン会計の適用事例を分析する
ことにより、企業の財務諸表で新しい会計の
基礎が認識される条件を検討した。新しい会
計の基礎が認識される条件は、投資の継続・
清算を判断するうえで、経済的資源に対する
企業の支配と企業成果に対する株主の持分
という二つの観点をどのように位置づける
かという問題と密接に関連する。 
 従来のプッシュ・ダウン会計では、持分の
継続性によって投資の継続性が判断され、ま
た、新株主の持分の取得原価が会計の基礎を
構成していた。それに対して、現行の FASB
の企業結合会計基準では、支配の継続性によ
って投資の継続性が判断され、取得企業が支
配した経済的資源の公正価値が会計の基礎
を構成している。すなわち、従来のプッシ
ュ・ダウン会計は現行の FASB のアプローチ
と整合しない。 
 ただし、それは、貸借対照表アプローチが
とられている近年の国際的な会計基準の動
向のなかで、従来の損益計算書アプローチが

依然として機能している一つの事例とみる
こともできる。そして、その事実は、二つの
アプローチを対立的にとらえるのではなく
相互補完的にとらえ、両者の発展的な統合を
検討すべきことを示唆している。 
 また、当年度は、2011 年 5 月に公表された
IFRS 11 を踏まえ、ジョイント・ベンチャー
投資の財務報告方法（持分法 vs. 比例連結）
についても検討した。この問題は、従来、支
配概念や資産概念との整合性といったスト
ックの観点から検討されることが多かった
が、本研究では、事業投資の損益表示という
フローの観点からも検討した。 
 IFRS 11 によって廃止された比例連結は、
たしかに、排他的な支配の存在によって資産
を定義する概念フレームワークと首尾一貫
しないが、一方で、ジョイント・ベンチャー
投資の成果を営業損益に反映し、投資の性質
に合った損益情報を提供するというメリッ
トがある。本研究では、日産自動車株式会社
やソニー株式会社の事例をとおして、貸借対
照表には持分法を適用し、損益計算書には比
例連結に準じた方法を適用する余地がある
ことを明らかにした。それはまさに、貸借対
照表アプローチと損益計算書アプローチを
統合させる一つの工夫である。 
 
(3) 平成 25 年度の研究成果 
 最終年度である当年度は、2013 年 1 月に企
業会計基準委員会から公表された企業結合
会計基準等に関する複数の公開草案（2013 年
9 月に成案）を踏まえ、資産の売却・分配の
会計処理を題材に、利益認識のタイミングを
決める概念および株主資本の範囲を決める
概念について検討した。 
 前述の公開草案では、アメリカの会計基準
や国際会計基準と同じく、支配の喪失を伴わ
ない非支配株主との取引が資本取引として
処理されることになっている。ただし、アメ
リカの会計基準や国際会計基準の背景には、
株主資本の変動が資産の変動に依存し、かつ、
資産の変動が支配の獲得・喪失に依存する概
念フレームワークがある。それに対して、日
本の概念フレームワークでは、純資産が資産
と負債の変動として定義される一方、株主資
本は純資産のうち報告主体の所有者である
株主に帰属する部分と定義されており、株主
資本の変動が必ずしも資産の変動に依存す
るわけではないことが示唆されている。した
がって、支配の喪失を伴わない非支配株主と
の取引から生じる純資産の変動も株主資本
以外の要素の変動（たとえば、その他の包括
利益）として処理される余地があるはずであ
る。本研究では、それが貸借対照表アプロー
チと損益計算書アプローチを統合する一つ
の工夫と位置づけている。 
 また、当年度は、支配獲得後の子会社株式
の追加取得や一部売却の会計処理を、支配ア
プローチ vs. 持分アプローチという観点か
ら検討した。本研究課題における貸借対照表



アプローチは前者に、損益計算書アプローチ
は後者に対応し、それぞれの特徴は以下のよ
うに要約することができる。 
 
 支配アプローチ 持分アプローチ

事業の動態 企業の経済的資源の
転換過程

株主の資金の
転換過程

資産 経済的資源 未回収の投下資金

資本 純資産
（資産と負債の差額）

純資産のうち
株主の出資部分

利益 純資産の変動
（資本取引による変動は除く）

純資産の変動のうち
投下資金の回収余剰部分

投資の継続・清算の
判断規準 支配の保持・喪失 持分の継続・清算  

表 支配アプローチと持分アプローチ 

 
 本研究は、子会社株式の追加取得が資本取
引として処理されることにより、財務レバレ
ッジが上昇し、ROE が上昇するという不合理
に対処するためにも、純資産と株主資本とを
峻別し、二つのアプローチを統合する工夫が
必要であることを示唆している。 
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